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令和４年度地方税制改正（案）の概要 

 

１ 固定資産税及び都市計画税（土地）の負担調整措置 

景気回復に万全を期すため、土地に係る固定資産税及び都市計画税の 

負担調整措置について、激変緩和の観点から、令和４年度に限り、商業 

地に係る課税標準額の上昇幅を現行の評価額の５％から２．５％とする。 

 

２ 住宅借入金控除を個人住民税から控除する措置 

⑴ 令和４年から令和７年までの間に住宅を取得等し、居住の用に供し

た者の住宅借入金控除について、所得税から控除しきれなかった額を

所得税の課税総所得金額の５％（最高９７，５００円）の控除限度額

の範囲内で個人住民税から控除する。 

⑵ この措置による減収額については、全額国費で補填。 

 

３ 地方税務手続のデジタル化 

ｅＬＴＡＸ（地方税のオンライン手続のためのシステム）を通じた電 

子申告・電子申請の対象手続や電子納付の対象税目・納付手段を拡大す

る。 

 

４ 国民健康保険税の課税限度額の見直し 

国民健康保険税の基礎課税額等に係る課税限度額について、次のとお

りとする。 

① 基礎課税額に係る課税限度額を６５万円（現行：６３万円）に引 

き上げる。 

② 後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を２０万円（現行： 

１９万円）に引き上げる。 

 


